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パン産業の最近の構造についての一考察

堀 内 俊 洋

1. は じ め に

本稿の目的は，日本の最近のパン産業の構造的

な特徴，産業組織論の立場から見たときの興味あ

る実態を整理することである。アプローチの特徴

は，理論的な枠組みを現実にあてはめていく演繹

的なものではなく，むしろ以下に述べるように帰

納的ないしは多面的であるという点である。いわ

ば，日本のパン産業に関する典型的事実（styl-

ized facts）を経済的に考察したものといえる。

ここでまずなぜパン産業であるかを述べておく

ことが読者のためになるかもしれない。筆者は今

から20年以上も前に，食品産業の日米比較とい

う小さなプロジェクトの世話役をしたことがあっ

た。これがエコノミストとして食品産業と関わっ

た唯一の例である。その後は食品産業を分析した

経験はないが，これまで何度か専門演習の卒業論

文指導で食品産業について考えたことがあった。

経済学の教師とすれば，そのような学部学生の参

考となるものをこの雑誌に書くべきであろうと思

ったのである。ただし，個別産業の議論に終始せ

ず，他の産業の組織変化の分析にも応用できるア

イデアや議論のスタンス，問題意識の持ち方，な

どの理解につながるような議論を以下では展開し

ていく。

さらに学生との関連でいえば，学生はこの雑誌

の読者であるだけでなく最大のスポンサーでもあ

る，ということも重要な点であろう⑴。

あと１つの理由は，最近筆者が個人的に関心を

持った事実と関連している。筆者のある知人が住

んでいる地域，東京から南に50キロほど電車で

行った古くからの町だが，駅舎も昔ながらで，駅

前には一通りの商店が数年前まではそろっていた。

だがここ10年位の間に駅前から薬屋が消え，本

屋が消え，そして銀行も消えた。駅から徒歩数分

の距離には５軒くらいの八百屋があったが，今は

２つになってしまった。米屋も１軒閉鎖された。

その代わりコンビニが１軒進出してきた。銀行の

代わりにATM が設置されたが，知人にとって

不便になったことはいうまでもない。銀行，本屋，

薬屋が消え，コンビニが生まれた。これらは経済

的利益の追求の結果だとすれば，知人もこの一連

の変化は受け入れるべきかもしれない。

コンビニ以外で増えたほとんど唯一のともいえ

る店舗がこのベーカリーである。銀行の元駐車場

の跡地に昨年に開店したのである。なぜベーカリ

ーだけが進出できたのだろうか。周辺の人たちに

は評判がよいとのことである。

このような知人からの個人的な情報は，新オー

ストリア学派の見方によると，きわめて重要なも

のであり，それをビジネス，つまり筆者にとって

は研究や教育であるが，それに生かすことが重要

であると思ったわけである⑵。

もちろん，このような理論的なことはさておき，

１つの小さなエリアにおける企業間競争，商店街

間競争，このような身近な現象も産業組織論の問

題となりうるのである。

ここで考察の拠って立つベースは十人十色であ

ってよいことは，スティグラーが言うとおりであ

る⑶。スティグラーは次のような趣旨のことを言

っている。10人の経済学者，つまりここでは産

業組織論の専門家のことだが，彼らが10人いれ

ば，10のモデルがある，というのである。筆者
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は講義では少し誇張しながら，最近は経済の変化

が速くまた激しいので，経済学者が10人いれば

100のモデルがあると思ったら丁度であると説明

する。それほど，経済学というものは幅が広いと

いうか，無節操というか，良い意味で融通がきく

のである。

大学で教えられている経済学の内容と実際社会

における経済との関係を，この社会の一こまとも

言えるパン産業についての小論から学生が学ぶ機

会となれば，本稿の目的は達成されたといえるだ

ろう。

以下，本稿は新オーストリア学派のスタイルを

採用している。新オーストリア学派も産業組織論

の一派であり，市場構造（集中度，差別化など），

市場行動（参入，投資など），市場成果（価格設

定など）に注目するのは言うまでもない。これら

を，それなりの自身の前提（たとえば多面的な新

オーストリア学派の考え）に立ち，可能な限り整

合的に事実に対して検証していくというアプロー

チを採用している⑷。

構成は以下のとおりである。第２節ではパン産

業の一般的な競争環境を概観している。第３節で

は製品特性を確認している。第４節では日本のパ

ン産業の成長を政策も踏まえながら歴史的に考察

している。第５節では現下では成熟産業化してい

るパン市場の産業組織を国際比較している。第６

節では主に大企業の立場からパン産業の現代の技

術課題をごく簡単に見ている。第７節はこれに対

して主に中小ベーカリーの協調的な行動である団

体行動を考察している。第８節はこの産業の価格

支配力を持つと思われるトップ企業の企業行動を

要約している。最後の第９節は短い結語である。

2. パンとは，パン産業とは

2.1. 日本のパン，日本のパン産業は特殊か

人はパンのみにて生きるものではなく，神の

口から出る一つ一つの言葉で生きるものである。」

これは新約聖書口語訳マタイによる福音書４章１

節の引用である。W.ツイアー著の『パンの歴

史』には，８世紀のヴァイセンブルクの祈りから

引用した次のような表現がある。「人が生きるた

めの糧は，パンという言葉の中に集約されている。

この言葉が意味するところは，今日なお少しも変

わっていない。40億の人間に，日々のパンを確

保することは，現時点におけるきわめて重要な課

題であり，将来ますます困難になるばかりであ

る」（ツイアー［４］６頁）。

パンの歴史は日本ではまだ浅い。その歴史に触

れることは我々の現代生活ではほとんどないこと

かもしれない。だが，現在の世界的な穀物不足，

食料不足，価格高騰，その一方で日本の飽食事情

を見ると，ツイアーのようにパンの歴史とは，と

いう問いかけをしてみる意義がある。産業組織論

との関連でまず始めるべきことは，パンの発祥の

地である欧州でのパン産業，パンという製品と，

日本のパン産業，パンという製品とを比較するこ

とだろう⑸。

パン産業あるいはパンというものは欧州から日

本にもたらされたにもかかわらず，のちに詳細を

指摘するが，次の事実を示し，今日の内外の違い

がきわめて大きいことをまず確認しておこう。

Datamonitor社による市場分析資料シリーズ

の１つ，Bread & Rolls in Franceから2007年

のフランスのパン市場の構造を概観し日本のそれ

とを比較しておこう。ここではパンという製品を

３つの種類に大別する。その３つの中でフランス

においてもっとも大きな存在が，職人による手焼

きパン（Artisanal bread）であり，全体の61.4

％（販売額ベース）を占める。もちろんこれは中

小規模ベーカリーによってほとんどが担われてい

る。第２が大規模生産による工業生産パン

（Industrial bread）の27.9％，そして第３が，

スーパーやその他様々なパン店内で手焼きの場面

をディスプレイする店内手焼きパン（In-store
 

bakery）の10.7％である。

これと同じ基準，同じ定義で日本のそれを

Datamonitor社の資料を用いて比較すると，日

仏は驚くほど実態が異なっている。すなわち，順

に19.9％，72.6％，7.5％という推計であった。

パン産業の市場組織は大きく違うのである。つま

り，供給者の組織が大幅に違うのである。供給者

が違うと，パンという製品も日仏で違うとまず考

えなければならない。

パン産業は日仏だけでなく，日本と欧州，さら

には世界とで根本的に違うのだろうか。日本人が
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食べているパンはたとえば欧州の人たちが食べて

いるパンとは違うものなのだろうか。なぜそうな

るのだろうか。あるいはなぜそれが可能となって

いるのだろうか。それに答えるには，以下の考察

だけでは不足かもしれないが，このような問題意

識を持って産業を見ていくことが必要である。つ

まり，どのような経済現象を観察する場合でも，

視野はつねにグローバルでかつ歴史的であるべき

なのである⑹。

日本ではパンはいうまでもなく戦後に大きく普

及したものである。この発展の過程で日本的なア

レンジがなされたということがあるはずである。

さらには戦後の高度成長期にパン産業も成長した

が，戦後日本の置かれた世界的な背景の下，欧州

よりもアメリカの強い影響をあげておく必要があ

る。つまり，日本は元々の欧州からの影響にアメ

リカの世界観がミックスされ，それにまた箱庭的

な細部と外見にこだわるという日本的伝統が加わ

り，それら３つが現在の日本のパンに反映してい

るのであろうか⑺。

それがパン産業においてどのように表れている

かは，多面的な分析，社会学的な分析も含めたも

のが間違いなく必要であろう。以下はそこに至る

最初のステップとして，日本のパン産業の組織を

概観するものである。

2.2. 市場組織と競争環境

ツイアー［４］によって，欧州におけるパン産

業の市場競争の歴史的基盤をみておこう。欧州に

おけるパン市場の特徴は長い歴史的な背景を持っ

ているはずである。欧州，特に大陸諸国ではパン

は工場生産されるものではなく，職人の手作りが

いまも基本である。それは歴史をたどればギルド

にまで行き着くという考えもありうるだろう。

ツイアー［４］164-65頁から関連部分を引用

しよう。「ギルドは，組合員が各自の地位におう

じた収入を得ているかに気を配り，パンの値段を

決定し，徒弟修業期間を定め，徒弟修了証書を交

付し，新入りの弟子，親方の下で働く職人，およ

び親方の人数を決め」，「ギルドの権利と義務，特

権はすべて当局から認可され」，「徒弟や職人たち

の団体があった。この団体は，ギルドの組織の中

にしっかりと組み込まれて」，いたのである。

その伝統は，上にあげたAritisanalタイプ，

つまり職人による手焼きパンが高いシェアを持っ

ているように，現在でも引き継がれていると考え

られる。

これに対して日本では中小規模，個人経営のベ

ーカリーの存在感は，産業としてみると低い。こ

れは上述した日仏比較に象徴的に表れていた。日

本の中小企業のおかれているこの競争環境に対応

して，中小企業による一種の「ギルド」的な企業

行動を連想させる団体活動が日本では，のちに述

べるようにそれこそ細々と続けられている⑻。

一方で，経済学者がいうところの我々消費者の

嗜好なるものが，内外で決定的に違っているとい

う点もある。消費者の選考関数が違うと考えるの

である。パンという食品を内外の消費者がどのよ

うに位置づけているか，その背後にあるそれぞれ

の国や国民の文化的あるいは歴史的な背景や価値

観が，選考関数に反映しているのであろう⑼。

3. ２種類に大別されるパン

3.1. パンの典型的な製品特質

どの産業もそれぞれの個別的な事情を持ってい

る。そのような事情は生産技術面から製品特性の

違いとしてみることが出来る。パンという製品を

長期に保存するのは，品質面でも費用面でも非効

率で，それを克服する１つの手段が中間原料や製

品の冷凍であるが，現在でも大規模には実施され

ていない⑽。

そのような現状の下，日本にかぎらず，パンと

いう製品は２つに大別される。その１つがいわゆ

る昔ながらのパンであり，生もののような感覚で

扱われ，店頭では当日販売が原則のパンである。

あと１つがこれに比べて長期だが，せいぜい数日

程度の賞味期限で販売されるパンである 。前節

で日仏比較の概観を示したAritisanal  breadと

Industrial breadの対比である。

前者の多くは小規模企業，ないし系列ベーカリ

ーで供給される。市場の地域的広がりは，徒歩圏

のような小さな商圏か，せいぜい市や地域という

系列ベーカリーの立地する範囲に限定される 。

後者はそれに比べると大規模企業が参入する市場

であり，その地域的広がりは全国的となる。販売
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方法は，前者の多くは直接販売であり，後者は大

規模食品店やスーパー，あるいは系列販売店など

を通じた間接販売である。

この大きく異なる２つの業態のパンメーカーが

共存するのが，産業組織論の立場からみてもっと

も注目すべき特徴である。この特徴は，同じく食

品産業である日本酒産業やビール産業にもある程

度はみられるが，パン産業ほど顕著ではない。た

とえば，筆者が最寄りのベーカリーからパンを買

うように日本酒やビールを生産者から直接買うこ

とは，パンのように日常的ではない。現在，この

ような大きく異なる特徴を持つ業態の参入が共存

する，産業組織論的にユニークな例は，パン産業

がほとんど唯一だろう。この興味ある市場組織が，

パンという世界的で普遍的な製品において日本で

も存在し，それが際立った特徴を持って現れてい

ることに注目しておこう。

3.2. ２つのタイプの消費者

そしてこの２つの業態の存在は，パンという製

品の購入者が２つに大別されるという事情とも通

じている。それも全国的にみられるのである。た

だし，この分類は機能的なものであって，一人の

消費者がある場面では前者のタイプ，他の場面で

は後者のタイプとなる移ろいやすいものかもしれ

ない。一方で，ある特性のグループというか範疇

の消費者は，必ず前者のみを選択するという行動

を取る場合もある。前者のタイプのパンは，味を

重視するわけだが，結果的にいわばブランド愛好

者によって購入され，後者の大規模企業の製品の

需要者はブランドにほとんどこだわらない消費者

によって購入される。

それでは前者のタイプの消費者は特定のベーカ

リーのみのパンを消費するかといえば，それはほ

とんどないのが実情だろう。仮にごくまれにその

ようなこだわり消費者が存在したとしても，つね

に新しいおいしいパンを追い求める傾向はあるの

である 。

3.3. ２つの市場競争

ここから，パン産業における競争の関係は次の

ように簡単化してみることが可能である。第１の

市場競争はいわゆる焼きたてパンと称される地域

市場で行われる。競争相手となる参入者は，同じ

くこのタイプに含まれる参入者と，全国（あるい

は広域）展開をする大企業である。大企業は子会

社や系列ベーカリーを通じて参入する場合が多い

が，潜在的な参入に留まる場合もありうる。第２

の市場競争は工業生産されたパンの市場で行われ

る。参入者は大企業だが，その競争相手は，同じ

く全国を市場とし同じタイプのパンを供給する大

企業と，別のタイプのパンを供給する主に地域展

開のベーカリーの２つである。地域展開のベーカ

リーとの競争は，日本酒とワインの間以上のきわ

めて密接な代替市場の参入者間の競争とみなせる。

第１の市場競争では，個性的なベーカリーでと

くにそうだが，全国展開をする大企業を競争相手

と認知していない場合があるが，価格の違いは消

費者からは注視されるため，結局は個性的なベー

カリーといえども潜在的には大手と競争させられ

ている。それに対して大企業は，企業成長を地域

展開で実現しようとするわけであるから，この市

場で地域ベーカリーに対して強い競争意識を持ち，

地域のベーカリーの買収，販売店の系列化，工場

新設によるスピーディな流通と割安な価格設定，

そしていうまでもないが売れ筋手焼きパン情報の

収集など，多面的な戦略展開を繰り広げるわけで

ある。

このようなそれぞれの市場競争は，突き詰めれ

ば，パンの価格と品質，そして品揃えの面から繰

り広げられている。いいかえると，パンの戦略的

な商品開発をつうじて動学的な競争が繰り広げら

れているのである。それはいわゆる商品の差別化

競争である。ただし，この差別化製品の寿命は短

く，また模倣もおそらく容易であり，実際に頻繁

である。参入している企業ですら，製品差別化の

全容を把握することは容易ではないはずである 。

参入者（ベーカリーと大手）がお互いの売れ筋

商品を探る情報競争を繰り広げ，開発期間が著し

く短期であり，開発も容易な面があるために，つ

ねに競合パンメーカー（ベーカリー，大手，そし

て最近は個々のスーパーなどの店内手焼きメーカ

ー）はエンドレスな開発競争を強いられている様

相がある 。

堀内俊洋：パン産業の最近の構造についての一考察



4. 日本のパン産業の歴史的拡大

4.1. 学校給食パンから始まった

後述する日本パン工業会の資料にも引用されて

いるが，農林水産省総合食料局食糧部消費流通課

流通加工対策室の取りまとめた『生産動態調査』

からパン生産の長期的な傾向をみておこう。個別

的には様々なパンがありうるので，パン生産用の

小麦粉使用量換算から集計値としてパン生産規模

が推計されている。2007年が121万トン，1990

年が119万トンであった。高度成長時代の渦中で

あった1965年で86万トン，それ以降現在までの

最大使用量が2000年の128万トンであった。現

在は量的にはパン産業は成熟しているのである。

市場の拡大過程と構造変化を概観しよう。1965

年から2007年の42年間に市場はわずかに35万

トン程度増加したにすぎない。拡大倍率もせいぜ

い1.4程度である。自動車，家電製品，アパレル

製品と比べても成長はきわめて緩やかであった。

これは食品産業の典型的な成長と成熟のパターン

である 。

構成については上述統計で定義される４分類で

みよう。第１が食パン，第２が菓子パン，第３が

その他のパン（主にはフランスパンなど），第４

が学校給食パンである。これは供給者に注目した

分類ではなく，製品の概観と政策当局の都合によ

る分類である。1965年当時の小麦粉の全使用量

86.4万トンの内訳とその構成比（％）は順に，

35.5（41.1％），30.7（35.5％），3.9（4.5％），

16.4（19.0％）トンであった。2007年の全使用

量121.0万トンの内訳と構成比は同じく順に，

57.5（47.5％），38.4（31.7％），21.9（18.1

％），3.3（2.7％）であった。顕著に増加したの

は，フランスパンに代表されるその他のパンのみ

で，学校給食パンは大幅に減少した。政策当局の

当初の意図であったパン産業の育成は，このデー

タから見る限り，学校給食パンからその他のパン

へと順当にバトンタッチされ，実現されたのであ

る 。

4.2. 高度成長時代の大手メーカーのパン工場の

新設

パン工場新設の推移を概観しよう。表１はパン

産業の歩み刊行会［６］の文中資料を使って作成

したものである。表にはパン生産量（同資料ベー

スは使用小麦換算ベースで当時の食糧庁加工食品

課による推計データ，現在は組織変更で上述に改

変）と対比が出来るように，1959年からの推移

を示している。同資料によると，1955年，1958

年にそれぞれ１箇所の工場の新設があった。それ

以降は表に示すように推移し，1974年までの約

15年間における工場新設ピークは高度成長時代

の1965年で，11箇所であった。パン工場新設は

まさに日本の高度成長とともに歩んだといえる。

工場数の増加を生産量の増加と対応させると，

ある程度は産業組織論の考えから見て納得できる

興味ある関係が表れている。とくに1965年は工

場新設が11箇所，そして前年対比で104（千ト

ン）の生産増加があった。しかしその一方で，

1967年には工場新設は８箇所で，生産はほとん

ど増加していない。逆に翌年の1968年は新設が

１箇所にもかかわらず，生産増加は大きかった。

1969年と1970年の両年の比較も興味深い。新設

件数は同じだが，生産量は増加と減少という対照

的な推移であった。

表１ 日本のパン工場新設推移とパン生産量

(出所) パン産業の歩み刊行会［６］より作成。
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工場新設は産業組織論が注目する企業の戦略的

行動の典型的なものである。日本のパン産業の成

長が予想されたため，企業が成長を目指し，積極

的に投資をしたのである。寡占競争の結果として，

企業は生産が増大する時ばかりでなく，ライバル

企業に比べて有利となるように，市場の拡大が一

時的に低迷した時でも工場新設をするのである。

なお，生産量の拡大はいうまでもなく既存工場

の増設によってももたらされるが，パンという生

もの的な食品の全国展開を戦略的に進める大企業

にとって，物流最適という制約下では，増設より

新規地域における新設が戦略的に有利となるはず

であった。このような考えに立つと，表に示した

結果は日本のパンメーカーの戦略的な増産行動を

端的に示すといえる。

4.3. アイデアマン経営者の登場

日本におけるパン食の普及は，学校給食の拡充

という政策の後押しを受けて，徐々に地域ごとに

始まった。高度成長の1965年には上に示したよ

うに，パンの大手企業の年間の工場新設がピーク

の10箇所に達した。このような全国展開の積極

化から，パン食の普及が日本で急速に進むにつれ

て，我々のパンに対する見方が変わってくる。そ

れにつれて中小の参入，ベーカリーチェーンの登

場が出てくる。大手のパンだけでは飽き足らない

消費者が徐々に登場するのである。

パン産業の歩み刊行会［６］は1965年ごろか

ら「パン屋」というイメージが大きく変化したと

指摘する。同書によると，第１の変化はヨーロッ

パスタイルの焼きたてパンが商品メニューの大き

な割合を占めてくる点である。

第２の変化は販売スタイルの変化である。従来

の販売は，消費者が求めたいパンを店員に口頭で

指示する，消費者と店員との対面的による販売方

法であった。これは現在もヨーロッパのベーカリ

ーでは主流である。日本ではパンというヨーロッ

パの生活スタイルの商品が普及する一方で，販売

方法は対面方法から，消費者が陳列されたパン棚

から気に入ったパンを選ぶという方法に移ってい

くことになったのである 。

パンの製造工程を消費者に見せることで，消費

者の購買を促そうという考えも始まった。その象

徴的な例が，1965年に北青山に出店したドンク

（神戸の中堅パンメーカーのブランド），1970年

に南青山に進出したアンデルセン（広島本社のタ

カキベーカリーのブランド）の２つである。ドン

クはフランスパン，アンデルセンはデーニッシュ

ペストリーで，いずれもいうまでもなくヨーロッ

パのパンであり，それぞれ外国から技術を導入し

た。

タカキベーカリーはこのアンデルセンのほかに，

販売店の一角でベイク・オフ（焼き上げ）もする

スタイルのリトルマーメイドというブランドも展

開した。消費者自身がスーパーで購入する商品を

選ぶように，自分でパンを選び，販売員に手渡す

という方法を取り入れるようになったのである 。

現在日本では，手焼きパンといえばこの種の販売

方法が主流となりつつある。また上述したように，

In-store bakeryに分類されるパンは上のタイプ

である。

成長との関連で政策当局の見解をみておこう。

パン産業の政策当局である農林水産省（以下，原

局あるいは当局と略称）は，近年のパンの生産量

は順調に増加を続けているという見方を示してい

る。種類別にみると，学校給食用パンは上述した

ように，少子化等の影響で年々減少している。パ

ンの生産量の約５割を占める食パンも減少傾向に

あるが，菓子パンやその他のパン（フランスパン，

ロールパン等）は増加し，給食食パン等の減少を

補っている，という見解である 。

当局の見解はともかくとして，現状はやはりパ

ン産業は成熟したとみられる。参入企業が多数で，

商品寿命が短いためもあり，パンの種類，製品の

数，多様な販売スタイルとヴァリエーション，な

どというパンの総合的な品揃えは，競争する事業

者にも，また政策当局でもその全容をほとんど把

握出来ないほどである。

パン産業の主原料は小麦だが，原料も多様化が

進んでいる。このような多様化は原料価格の比較

と消費者の嗜好があいまって取捨選択されるが，

多くは短い寿命で市場から消えていく。どのよう

な原料を選択するか，どのような補助原料を使用

するかで，パンという個々の製品の売れ行きも左

右される。

パンの差別化は，パンの概観，味や原料のみな

らず，パンの販売方法も一体となって，現在でも

とどまることなく進んでいるのである。
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5. 量的成長を終えて

5.1. 改めてパン市場規模

Datamonitor社による Industry Profile シリ

ーズの１つ Bread & Rolls in Japan, 2007

Decemberによると，2007年のパン市場規模は

1456千トン。2003年からほとんど横ばいであっ

た。すでに示したデータだが，2007年の内訳を

再掲すると，大手の工場生産パン（Industry
 

bread & rolls）の割合が72.6％，焼きたてパン

（Artisanal bread& rolls）が19.9％，店内焼き

たてベーカリーパン（In-sore bakery）が7.5％

という推計であった。この第３のタイプはそれ以

外の２つのタイプの折衷的なものといえる。企業

別シェアはのちに改めて議論するが，2007年で

山崎製パンが21.0％，敷島製パンが16.6％，フ

ジパンが13.8％，その他が48.6％であると推計

されている。

5.2. 内外の市場構造の比較

すでに日仏比較を例に内外のパン産業の市場組

織が大きく違うことを指摘しておいた。この比較

をいま少し広範囲な国で行うと表２のようになる。

データベースは上述と同一である。先進５カ国を

比較したものだが，詳細まで見ると，欧州各国と

いえどもそれぞれの国のパン産業の組織は異なる

特徴を持っている。

ただ，欧州大陸の独仏は，産業の組織で見ると

これら５カ国の中ではもっとも近い。たとえば，

供給者の３つのタイプの構成はきわめてよく似て

いる。市場シェアについても，トップ企業といえ

どもシェアはせいぜい10％あまりであり，80％

以上のパンは中小規模とみられるベーカリーが占

めている。だが，ドイツの市場規模は人口比で見

ても，パンといえばフランスといわれるフランス

よりも，パン消費は多いのである。需要が多く，

そして価格（平均）はフランスよりも高いと推計

される。これ以上の独仏比較はしないが，両国の

主要なパンの種類，製品の違いが大きな理由の１

つだろう 。

これら両国に比べると，同じく欧州の国だがイ

ギリスのパン産業の特徴は違っている。むしろア

メリカに近い組織と規模である。たとえば３つの

供給者の構成では，英米両国はほとんど同一とも

いえるくらいである。あえて違いをあげるとすれ

ば，In-store bakeryがアメリカでは高いがイギ

リスはほとんどないといえる点だろう 。市場集

中度から見ると，イギリスのパン産業の市場集中

度はこれら５カ国でもっとも高い。トップメーカ

ーのシェアは23.5％，日本のそれよりも高い。

パン産業の組織をトータルとしてみると，アメ

リカはこのイギリスにもっとも近い。３つのタイ

プの供給者の構成ではアメリカらしいと思われる

表２ 主要国のパン市場組織の比較

Note:Market size of each country except for US is of2006date.

Source:Various country reports by Datamonitor,ed.,Bread & Rolls,2007.
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見せびらかし特徴は出ているが，主要な点では同

じである 。ただし，国土がイギリスよりはるか

に大きいために，地域市場が発達し，全米トップ

企業でも市場シェアは低く，そのために市場集中

度は低い。だが，原料である小麦の有力生産国で

あるアメリカのパンの平均価格は５カ国でもっと

も低い。

そして最後に日本の産業組織を以上の４カ国と

比較してみると，日本はアメリカ，イギリス，欧

州大陸諸国の特徴をすべてミックスした折衷的な

組織を持っていると見ることが出来る。３つの供

給者構成はきわめてアメリカ的であり，日本の消

費者はメーカーの宣伝や個人の見せびらかし願望

に関してアメリカ並みのようである。アメリカと

の大きな違いは表面的で，日本の消費者が狭い国

土に密集して住んでいるがゆえに，トップ企業な

どのシェアが飛びぬけて高く，集中度が５カ国比

較でイギリスに次ぐ水準である。これら４カ国と

比べて日本の大きな特異点は，パンの平均価格が

割高な点である 。

産業組織論でもっとも注視される指標が集中度

であるが，表から５カ国の３社集中度を算出し比

較すると，高い順にイギリス（62.2％），日本

（51.4％），アメリカ（22.1％），ドイツ（17.9

％），フランス（15.0％）となる。そして当然か

もしれないが，この順に工業製品パンの割合が高

くなっている。イギリス（80.2％），日本（72.6

％），アメリカ（70.8％），ドイツ（32.2％），フ

ランス（27.9％）である。集中度と価格との密

接な連関は観察出来ない。内外でのパン製品の違

いが大きいと思われる。またパンの差別化の違い

も大きいと思われる。国際比較からみるかぎり，

集中度と価格の関連は未解明である。

5.3. 日本での市場参入

以下，総務省による平成16年『事業所・企業

統計調査結果』から，日本のパン・菓子製造業

（097コード）の事業所数，従業員数を概観して

おこう。

企業の総数は2004年は4230で，2001年の

4316から減少，減少率は2.0％であった。2004

年の常用雇用者規模別の企業数は，1011（０から

４人），904（５から９人），790（10から19人），

417（20か ら 29人），369（30か ら 49人），

356（50か ら 99人），259（100か ら 299人），

96（300から999人），15（1000から1999人），

11（2000から4999人），２（5000人以上）とな

る。累計分布で見ると，50人以下が3518，100

人以下が3854，300人以下が4107となる。

50人以下は全体の83％である。さらに小規模

の４人以下の企業の割合は24％である。これに

対して300人以上の企業の割合はわずか３％であ

る。しかし企業数で見ると，たとえば従業員数

1000人以上の企業が総計で28であり，パンとい

う嗜好品ともいえる産業としては大企業の存在感

は大きい。上述したように，日本のパン産業の組

織が先進諸国に比べて寡占的であったが，この規

模別の企業数分布にもこの傾向がはっきりと現れ

ている。

事業所ベースからみてみよう。いうまでもない

が，１企業が複数の事業所を保有すれば，それら

をすべてカウントするので事業所総数は企業総数

よりはるかに多くなる。2004年事業所数は9848，

2001年では１万132であった。減少率は2.8％

である。9848のうち2001年から事業を継続して

いた事業所総数が9151，この間に新たに開業し

た事業所総数が697であった。同期間における廃

業事業所総数は1179であった。2004年で１企業

当たりの事業所数は平均２程度であった。

パン製造事業所での従業員総数は2004年で

28.2万人，男女の内訳は，男13.1万人，女15.1

万人であった。2001年の従業員総数は30.0万人

であったので，３年間における減少総数は約0.7

万人であった。新たに開業した事業所における従

業員総数は１万6859人であった。新規事業所１

箇所当たりの従業員規模はしたがって，平均で

24人となる。この規模はいうまでもないが，個

人経営のベーカリーのそれではなく，チェーン展

開を進める中堅のパンメーカーの規模に相当する

と思われる。

筆者がパン産業に興味を持つきっかけとなった

知人の事例はきわめて小規模の家内企業であった。

上のデータからみると，この事例は日本の近年の

新設パン事業所の平均値ではなく，例外値ともい

える。そのような例外的な小規模企業が立地可能

となった理由は，中堅の参入が周辺にないことで

あったと思われるが，さらにミクロの視点からも

みるべきだろう。
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6. パン生産の技術的側面

6.1. 食パン・フランスパン等の基本的な生産過

程

日本でのパンの歴史は戦後，栄養改善を目標に，

学校給食パンが発足したことから始まった。高度

成長の前半時代はアメリカから機械化合理化製パ

ン技術が導入された。日本のパン産業の本格的な

成長はアメリカの技術，産業の組織を模倣するか

たちで，しかしその形態は学校給食という政策的

な動機で始まったのである。その多くは中堅企業

による工業生産パンであった。

その後，高度成長の中頃からは，日本経済全体

の所得の向上，生活の欧風化によって，新たなパ

ンへの需要が高まった。日本の大手パンメーカー

は依然として機械化製パン製品の質的革新を進め

る一方で，中堅パンメーカーも参画するかたちで，

ヨーロッパから伝統的なパン生産技術を導入した。

パン製品の品揃え重視，そのための技術開発，生

産管理という市場行動がこのころから加速的に始

まったのである。

1990年代に入ると，あわせて生産コストの軽

減も目標となった。品揃えはどうしても費用上昇

を招きかねないからであった。具体的には，冷凍

生地利用による省力化，合理化が追求された。こ

の時期はパン産業の量的な成熟化が明白になりつ

つあった時期である。成熟化にあわせて，冷凍生

地によって費用を節約し，一方で発酵種利用によ

る発酵風味志向による製品差別化が追及された。

さらに，手作り志向の新業態への挑戦も始まった。

日本の製パン技術・パンの種類と品質は，行き過

ぎた差別化の危険をはらみながらも，現在，世界

のトップクラスにあるとみられている 。

6.2. 大企業の生産行動

メーカーの模倣的な品質競争が相次ぐために，

同質的なパンの間での価格競争は，地域的にも全

国的にも活発である。そのために生産費用を軽減

させる合理化も活発である 。ただし，それはト

ヨタ生産方式の自働化ではなく，むしろ通常の自

動化，つまり機械化の徹底である。もちろん，多

品種生産における段取り変え時間を短縮させる工

夫は大きな技術開発テーマではあったが，パンと

いう製品の特徴として，重量面の制約は低く，自

動車生産におけるものとは技術体系が違っている。

一般論として，パンの大量生産において自動化

と製品多様化は互いに矛盾する。そこで大企業を

中心に，パン生地の中身および表面の質を維持し，

パンを焼く温度，時間条件，生地の保存方法，時

間，それら製造工程における様々な組合せについ

て，各企業はそれぞれ独自の開発によって，それ

ぞれのノウハウを保有するまでに至っているとみ

られる 。このような大企業による技術への取組

みから，上述したように，世界的トップ級のパン

製造技術という認識が生まれていると思われる。

パン産業での多品種大量生産はこのようにして

生まれてきたのである。工場レベルでは，重量制

約はなくても，色彩や嗜好面という質の面から品

種変更による段取り変えの効率化はつねに意識さ

れ，開発の重要な課題であり続けているはずであ

る 。

このいわば限界を克服するひとつの素朴なアイ

デアとして，日々には少品種大量生産を実行し，

１～２週ごとのサイクルでそれを切り替え，製品

の冷凍保存によって，結果的に市場には多品種を

供給する方式が取り入れられている。生地及び製

品の凍結貯蔵技術，品質の劣化を招かないその工

夫が新たな課題となっている。

大企業による多品種大量生産パンの効率的な生

産は，このような意味では興味ある技術トレンド

を生み出す可能性を持っている。

その一方で，中堅以下の手焼きベーカリーはこ

のような技術面でのハードルを，一方で自動機械

メーカーのアイデアやノウハウを導入しながら，

あわせて職人的な腕と時間で補っているのである。

6.3. 新技術開発の動向

パンでは，野菜ほどではないが，鮮度を保ちな

がら供給することが品質を左右する。工場や倉庫

からの配送回数を増加することがもっとも単純で

効果的ではあるが，近年のコンビニがそうである

ように自ずと限界がある。大手にとって，現在は

量産が当然で，結果的に広域流通となる。パン製

品の流通は重要な経営課題となるのである。深夜

や早朝の労働作業が制限される中で，しかも週休

早稻田政治經濟學 誌 No.372，2008年７月，39-54



２日制も徹底させなければならないとすれば，製

造から流通までのおのおのの段階における，効率

的かつ安全な冷凍技術が改めて重要な技術課題と

して浮かび上がってきているのである。

製造段階では冷凍製パン法が１つのアイデアに

なっている。これはセントラルベーカリーで生地

を凍結するアイデアである。さらに冷凍をどの段

階で行うかで様々な変形もありうる。

一方，新発酵法の開発も行われ，異なる低温度

帯において，おのおの特徴あるフレーバーと旨味

が生成される可能性を追求した，いくつかの特許

出願もある。さらに開発テーマは個々の経営まで

みると，多様であると思われる。実際，トップメ

ーカーの山崎製パンの開発は活発で，年間の新商

品数はおよそ1000近く，資金面で見ると2007年

12月決算で年間約63億円の支出であった（同社

ホームページより）。

6.4. パンのコスト構造

パンの生産費用構造を文献から概観しておこう。

森他［９］の調査から，少し古い1962年時点で

のデータだがこれから概観しよう。当時で従業員

数が210名の地方都市の製パンメーカーで，直営

店も保有しているケースである。販売マージンは

一律20％で，製造原価は約60％，販売経費が約

20％であった。この資料には個別企業の調査デ

ータはこの他にもいくつか紹介されているが，ほ

ぼ同様な費用構成であった。商品構成，販売方法，

企業規模などによって費用構造に多少の違いはあ

るようだが，全般的な構造はこれと同様とみなせ

る。

これに対してパン産業のトップメーカーである

山崎製パンの費用構造をみておこう。2007年12

月末連結決算の１年間のデータでは，売上7732

億円に対し，売上原価の割合は64.1％であった。

これと40年以上も前の地方のパン専業メーカー

兼小売企業の製造原価比率60％とはほとんど差

がない。山崎製パンの販売費用および一般管理費

用の割合は33.2％であった。これは上のケース

の20％に比べると1.5倍以上である。結果的に

トップメーカーの営業利益比率（対売上高）はわ

ずか2.7％という低さである。

7. パン産業の協調

7.1. 中小企業中心の事業者団体

全日本パン協同組合連合会は（全協同と略称）

1956年に設立された，パン産業界の事業者団体

である 。それまで存在していた関連の３つの事

業者団体が解散し，新しく統合した団体である。

その３つとは，全国パン協同組合連合会，日本パ

ン協同組合連合会，全国学校給食パン協同組合連

合会であった。団体の目的はパン食普及促進で，

そのための情報活動と政策当局への働きかけなど

が主であった。情報活動としては，消費関連と生

産技術や海外動向の調査が主であったと推察でき

る。

この全協同は中小企業等協同組合法（1949年

制定）を法律的な裏付けとする，中小企業のため

の上記の活動を，競争する企業が共同で行うもの

であった（当時の中小企業は資本金5000万円か

つ従業員300人未満）。個別の中小企業ではこの

ような規模の経済性が大きく期待される情報活動

では，非効率となるからであった。全協同は

2007年現在，全国各地の同様な下部団体61の正

式メンバーと，関連機械メーカーや原料メーカー

などの賛助メンバー43社で構成されている 。

7.2. 大企業による市場団体の組織化

1960年ごろにはパンの市場規模が拡大するに

つれ，メンバー企業の中から中小企業の法的基準

を上回るケースが登場するようになった。パン産

業の歩み刊行会［６］によると，「パン産業の発

展に伴い，（中略）次第に協同組合に参加出来な

い，いわゆる大企業が増加することとなり，業者

間の統轄面で行政的にも指導が行き届かぬ状態」

（139頁）が懸念されたため，「大企業による組織

を強化する必要性が，業界内および行政面から強

く打ち出され」（同上）たのである。1962年，岡

山パン製造株式会社の代表が当時の食糧庁の担当

者（業務第２部長）と相談，「積極的な賛同を得

た上で，中島厚東京食糧事務所長を推薦されたこ

とを契機として，急速に全国団体の結成に向けて

動き出し」（同上），1963年に日本パン工業会
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（以下，工業会）が発足した。発足当時の専務理

事がこの東京食糧事務所長から天下りをした中島

厚氏であった。

2007年10月現在，20社がメンバーである。も

っとも大規模のメーカーが山崎製パンである。こ

の20社の地域分布は特徴がある。東京都所在メ

ーカー（法律上での）が５社，埼玉県所在が３社，

兵庫県所在が２社，愛知県所在が２社，北海道所

在が２社，青森県，岩手県，大阪府，岡山県，広

島県，福岡県，がそれぞれ１社，である。2008

年５月現在の専務理事は愛知県食糧事務所長から

天下りの元役人である（工業会のホームページか

ら引用，以下同様）。

工業会の事業規模は，収支データで見る限り小

さい。2008年３月末決算の年間収入は約4200万

円であった。財産規模も同程度であった。このわ

ずかな資金によって，大別すると４つの事業内容

を行った。第１は生産面についてである。内訳は，

①農林水産省に対し，小麦粉価格上昇への苦情と

対策要求，②品質安全のための調査，③食品表示

についての調査，④物流コスト削減のための共同

取組み，である。第２は消費促進のためのいくつ

かのPRである。第３は関連する小団体との間の

情報交換，収集などの活動である。第４は，工業

会の組織管理，強化の活動である。これらをいく

つかの会議を通じて策定，実行と管理が行われた

のである。

上記のパン産業の歩み刊行会［６］によると，

1984年当時のメンバー企業は26社であり，年間

生産量のおよそ56％がこのメンバー企業によっ

て占められていた（144頁）。

7.3. 中小企業中心の全協同

次に全協同を改めて概観しよう。現在はすでに

述べたように，中小企業等協同組合法を法律の基

盤として各県に設立されているパン組合61の上

部団体である。個別の協同組合の活動は工業会に

ついてのように，部外者には容易に把握出来ない

ようである。ただ，全協同は，新宿区（地下鉄新

宿御苑前駅，徒歩３分）に全パンビルを所有して

いると思われ，そのフロアーの一部（たとえば３

階，32坪）を外部に賃貸していると推察できる。

京都パン協同組合を例に概略を紹介しよう（以

下，同組合ホームページから）。会員の負担金は

月額2500円からとなっている。事業は，①パン

食普及のためのPR，②技術研修企画，③原材料

調査，④健康保険組合の受け皿となるなど組合員

の福利厚生活動，などが主であるが，資金や財産

は小規模と思われる。

神戸新聞の2007年６月３日の記事によると，

兵庫県パン協同組合の会員総数は103だが，いわ

ゆるベーカリーの中には非会員も多数を占めてい

るようである。ちなみに兵庫県は工業会会員でみ

ると２社であったが，兵庫県の中心都市である神

戸市は全国有数のパンどころといわれている。兵

庫県のパン消費量は，『家計調査』ベースでみる

と2001年から2005年までの５年間平均全国３位

であった。

このような一連の団体行動，大企業と中小企業

のそれぞれの団体のすみわけは，日本のほとんど

の産業，パン産業のようなロウテク産業はいうに

およばず，自動車産業，金融業，はては半導体の

ようなグローバル，ハイテクなどと称される産業

でも同様な仕組みで行われている。

8. パン産業のガリバー

8.1. 全面的競争を展開

日本のパン産業の主な競争は，全国展開を積極

的に進める一部の大企業によるシェア拡大に向け

た競争である。競争相手は同じような業態の大企

業と，県あるいは小さな商圏を基盤とする各地域

のベーカリーである。大企業の競争手段は，大量

生産による生産コスト削減とそれによる価格競争

力に尽きるだろう。そしてさらに多品種大量生産

を効率的に行う生産技術の開発を通じて，ただ単

に大量に全国的にパンを流通させるだけでなく，

手作りパンに匹敵するベーカリー的なパンをも多

様に生産する。まさに両面展開の競争行動である。

シェアトップの山崎製パンの企業情報からこの

実態を垣間見ることにしよう（以下，同社ホーム

ページから）。ビジネスは６つに分類されている。

第１の食パンが13種類，第２の菓子パンが25種

類，第３の和菓子が15種類，第４の洋菓子が14

種類，第５の弁当・サンドイッチが６種類，第６
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のお菓子・その他が６種類である。

山崎製パン（株）の１つの製品を取り上げておこ

う。大きな三色豆蒸しぱんで原材料表示と賞味期

限表示あり，価格は100円程度である。この商品

を販売するスーパーは同時に手焼きの釜焼きパン

を In-store bakeryとしても販売している。個別

商品にはもちろん品質表示はないが，商品陳列の

すぐ横に大きな冊子があり，そこに材料表示や賞

味期限を表示している。

8.2. 多様な業態で市場参入

山崎製パンは，このような大量生産のパンを製

造する一方で，子会社を通じて地域的なベーカリ

ー市場や関連カフェ市場にも参入している。ヴ

ィ・ド・フランスは1983年のフランスのグラ

ン・ムーランド・パリと業務提携でスタート，現

在はベーカリー・カフェ業態として全国に180店

舗近く参入している（以下，同社ホームページか

ら）。大半は東京圏で，京都市内はわずか２箇所，

大阪20箇所未満，パンどころの兵庫でも９箇所

にすぎない（うち５箇所が神戸市）。

埼玉県では同じくグラン・ムーランド・パリと

の業務提携でパン用冷凍生地製造・販売とベーカ

リーショップ経営の100％子会社ヴィ・ディー・

エフ・サンロイヤルがある。会社のホームページ

によると，関東周辺で焼きたてパンを販売する。

スーパーのインストアベーカリー業態の「サンモ

ンテ」，品揃えを重視した一般展開の「サンエト

ワール」，ターミナル駅周辺に進出する「オーブ

ンフレッシュキッチン」の３つの名称で店舗総数

29箇所で取り組んでいる。

さらに地方圏にも異なったスタイルではあるが，

ベーカリーをイメージした参入を積極化させてい

る。高知県，山梨県，鹿児島県，北海道（３社），

京都府，石川県，などである。

パンの新品種アイテムは年間およそ1000種類

といわれる。製品のライフサイクルが極端に短く

なっている証拠である。上に上げた製品種類は大

分類あるいは中分類であり，個別アイテムの単位

でカウントすれば製品総数は何千にもなるかもし

れない。研究開発は東京に集結されているが，市

場情報は上に上げたようなベーカリーショップを

通じた生の市場情報を収集し，開発に反映させて

いると思われる。販売と研究，そして開発が一体

化されている。これはクライン・ローゼンバーグ

の連鎖モデルの典型例である。パンという消費者

ニーズを取り込む商品では，開発が競争力そのも

のといえるため，企業の戦略としてはこの連鎖モ

デル行動は必然であると思われる。

8.3. 多面的全国展開と市場情報源としての海外

展開

製造工場は，パンという食品の全国流通を円滑

化させるために，全国に分散している。東京圏に

は10箇所，周辺には２箇所，東北・北海道には

４箇所，大阪圏には４箇所，名古屋圏には２箇所，

中国地方には２箇所，九州地方には２箇所の工場

がある。パンの冷凍生地の専門工場は，愛知県と

兵庫県にそれぞれ１箇所ある。

山崎製パンは1948年に千葉県の市川市で事業

を開始させた。日本パン工業会の代表的なメンバ

ー企業である。創業者の飯島藤十郎は工業会の発

足時の理事の一人であった。初代の会長はキムラ

ヤパンという名称で知られていた木村屋總本店の

代表であった木村栄一であった。山崎製パンはそ

の後，この木村屋總本店を大きく上回る成長した。

現在は，国内だけでなく，海外にも市場情報，商

品情報などの入手アンテナもかねるように，世界

各地にも進出している。

海外事業はアメリカのヴィ・ド・フランス・ヤ

マザキ（直営ベーカリー６箇所，工場７箇所），

ヤマザキカリフォルニア（直営ベーカリー１箇

所），ヤマザキフランス（直営ベーカリー１箇

所），香港ヤマザキ（直営ベーカリー32箇所，工

場１箇所），タイヤマザキ（直営ベーカリー55箇

所，工場２箇所），台湾ヤマザキ（直営ベーカリ

ー35箇所，工場１箇所），そのほか，マレーシア，

シンガポール，上海，成都などの各国や各地にも

進出している。

現在の資本金は110億円強，売上高約7500億

円であった。内訳は食パンが871億円，菓子パン

が2822億円，和菓子が640億円，洋菓子が766

億円，調理パンなどが970億円，その他が843億

円，食品事業合計が6917億円であった（個別内

訳合計との不一致は四捨五入ゆえ）。パン売上は

およそ3700億円と推計できる。
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8.4. 価格支配力について

2008年３月７日の日経産業新聞からこの点を

見ておこう。同新聞社の独自の販売データ，

POSデータを用いたデータ考察である。まず，

大手製パンメーカーは2007年12月，パンの値上

げを表明した。理由は小麦などの原材料価格の高

騰である。山崎製パンのもっとも売れている菓子

パン「薄皮つぶあんぱん」の平均実売価格は

2007年11月は98円であった。値上げ表明後の

12月は103円，2008年１月は108円と推移した。

菓子パンにおける山崎製パンの市場シェアは

POSデータでみると，2007年12月で44.9％，

前月11月の46.9％と同水準であった。前年

2006年12月の45.4％と比べてもシェアは，値

上げ後も低下していない。

日経産業新聞はこの理由をシェア第２位メーカ

ー，フジパンとのシェアの差が2007年11月で

33.4％ポイントあったことをあげている。つま

り，山崎製パンは菓子パン市場において価格支配

力のある市場シェアを持っていたといえるのであ

る。

これに対して食パン市場ではシェア第２位の敷

島パンとのシェアの差は2007年11月で12.4％

ポイントだった。その結果，山崎製パンの食パン

市場におけるシェアは2007年11月に35.9％で

あったが，値上げ表明後の12月には31.8％に低

下したのである。

この２つの市場の価格推移は，市場構造を見る

上で，トップ企業のシェアだけでなくその分布，

とくに２位メーカーとの関係を捉えた分布が重要

であることを示唆しているのである 。

8.5. その他の最近の特徴

その他の大手企業にも興味深い地域展開や販売

方法を採用し，強力なブランドと根強いファンを

持っている企業もあるが，ここではこれ以上触れ

ないことにする 。

近年は新しい業態のパンメーカーあるいは流通

企業が登場している。いわゆるチェーンベーカリ

ーである。BAGEL&BAGEL，アンデルセン，

サンジェルマン，サンメリー，ドンク，ポンパド

ウルなどが主である。

また宅配ベーカリーを展開するパントーネシス

テムも登場している。ベーカリーカフェ，ベーカ

リーレストランも新しい業態例である。

パン市場の成熟化に伴い，流通と嗜好の両面か

らの企業の絶え間ない開発競争が展開されている

のである。

9 . お わ り に

パン産業の競争は販売方法と一体的に進められ

る商品開発の成果に左右されている。少数の大手

企業は海外情報の積極的な収集によっていち早く

この商品開発を推進することで市場シェアを高め

ている。一方，消費者のパンへの嗜好は，価格比

較から推測すると，必ずしも大手のメーカーによ

って大量生産されたパンに高い評価を与えていな

いと思われるために，大手メーカーは全国展開を

進める一方で，このようなブランド志向，手作り

志向の強い消費者市場に対して，別会社を通じて

参入し，競争力を総合的に高める戦略を取ってい

る。その結果として，大手による工業生産的なパ

ンといえども，手作り的なイメージを与えること

に，大手企業，とりわけトップ企業の山崎製パン

は成功している。

このような総合力に勝る大手企業に対抗するよ

うに，地域展開を進める中堅メーカーは，ブラン

ドの地域浸透を図っている。両者の開発競争は，

結局，パン市場における著しく短い商品ライフサ

イクルとなって現れている。

このような両者に挟まれるように，小さな商圏，

限られた馴染み顧客を取り込もうとするいわゆる

個人経営のベーカリーがある。彼らは小さな店舗，

小さな規模，小さなエリアを守ることで，大手や

中堅の総合力や資金力に対抗するわけである。

筆者の知人が住まう場所に昨年開業したベーカ

リーはこのようなタイプの典型である。小規模ベ

ーカリーの商品力はパンの味でありおいしさであ

るが，それを保証する１つの手段として，いわば

中世のギルドではないが，一種の徒弟的な修業経

験が消費者に訴えかけるようである。このような

ベーカリー経営者間の個人的な関係，技術習得と

学習経験を通じた関係がベースとなって，日本の

パン産業における協同行為が機能している可能性

がある。そのような伝統的な体質を温存させなが
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らも，本稿では触れなかったが，パン産業ではよ

りオープンなパン技術取得のための職業学校も機

能している。

事業所件数，従業員数では，近年は日本全体と

しては弱含みではあるが，アイデアが良ければ特

定地域などではパン市場に対する経営的な見方は

決して悲観一色ではない。それは今後の人口の高

齢化とも関連する１つの現象とも言える。人はパ

ンのみにて生きるにあらず，とはいわれるが，そ

の一方で，パンを生きる糧と位置づける高齢者も

増加しつつあるようである。

自動車産業などと比べると，研究事例も少なく，

論文数も限られている，この「地味な」パン産業

に対しても，多面的な考察を加える事で，興味あ

る事実を浮かび上がらせることが出来たのである。

それは，寡占的な大企業と中小企業が１つの市場

で共存する事例が存在している，という事実が確

認できたという点である。
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⑴ この雑誌の経済的な基盤の多くは早稲田大学政治経

済学部の在学生の拠出金に依存しているとすれば，学

部学生諸君の参考となる，つまり，学部卒業論文の作

成などに参考となるものを教師は書くべきであろうと

思ったのである。

⑵ 学生諸君にとってもこのようなミクロの観察は重要

である。教科書でのミクロ経済学の勉強だけではなく，

経済学者のマーシャルではないが，周辺の事実をつね

に重視する態度を卒業論文作成でもとることが望まし

いのかもしれない。

⑶ 産業組織論の枠組みに依拠して議論をせよというの

は，専門を重視する専門家態度としては当然かもしれ

ないが，筆者の考えでは産業組織論にはそのような指

摘は当てはまりにくい。

⑷ もっと直接的にいえば，個別産業に目を向ける場合

はこのような方法がしかるべきアプローチともいえる。

⑸ パンの世界的な起源は中近東辺りかも知れないとも

いわれる。ツイアー［４］より。

⑹ ただし，視野をグローバルにせよということと，実

際に海外で暮らしたり学んだりすることとはまったく

別である。

⑺ この見方，比較，日本的異質性は決してパン産業，

パンという製品だけに留まらないだろう。経済現象的

にも，さらには産業組織論から見ても，今後の大きな

テーマとなりうるだろう。

⑻ これらの内外の産業組織の相違は，もちろん指摘す

るまでもないが，日本経済の構造的な特徴の１つであ

る。

⑼ パンという基礎的な消費財についてこのような根本

的差異が存在することは，それ以外のものにも同様な

根本的影響が現われているはずである。住宅などの投

資財に対する日本人の嗜好だけではなく，我々の経済

活動，たとえば，消費か投資か，学習あるいは労働と

休養か，などにも影響は出ているはずである。それは

結局，筆者が生活の糧を得ている大学という組織の存

在，その社会的な存在感，提供されるサービスの質が，

まさにパンという中身が内外で違っているように，内

外で質的に違っているということにもなるだろう。

⑽ 消費者の中には，パンは冷凍可能なために，米食よ

りも簡便であるということから今後さらに普及が見込

めるという意見もある。しかし，費用と品質の両面か

らベーカリーがこの長期保存を実行するのは容易では

ない。ただし，後述するように，大規模メーカーはこ

の冷凍技術の導入を研究している。

より長期の例外もある。また海外の一部にはローカ

ル的なパンもあるだろう。

臼井他［１］の第２章「東京都におけるパン類の生

産と流通」（宮川淳）はこのような地域市場に焦点を

当てた分析例である。この研究は，調査全体を企画し

た財団法人食生活研究会（当時）の様々な調査能力，

情報収集能力を発揮した結果である。同書にはさらに

静岡県の実態調査も報告されている。いずれも貴重な

情報源である。東京都の例から若干の内容を紹介しよ

う。①区市別のパン工業会の存在と組合員総数，販売

高，②文京区のさらに詳細な地域市場の組織，個別企

業の参入と変化，系列の実態，ある特定地域の販売店

を網羅した比較（立地地域，業態，系列，規模，特殊

事項）などである。

このことを企業成長との関連で見ると，手堅い成長

を遂げるためには，ある特定地域でそれこそそこのベ

ーカリーでなければという根強いファン，それも一定

以上の消費者特徴（たとえば，購買客の店頭での様子

などから所得水準）を絞り込み，そこでいわばお墨付

きを得て，周辺地域，さらには拠点地域への参入をは

かることで成長しているようである。ただし，パン産

業という小さな市場でも再編成はミクロで見ると活発

である（たとえば森他［９］など）。ペンローズが指

摘しているが，成長限界は個別企業（大小様々ではあ

るが）の経営資源保有に左右され，成長に失敗する例
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も多々あるようである。

このような市場組織の特徴があるために，個性的な

パンに訴えることで，小規模ベーカリーの開業が可能

となるわけである。

興味深い現象は，大規模モールなどでは，これら３

つのタイプのパンが狭い場所で競合するように販売さ

れている。

食品産業における例外的な成長はほとんど新商品を

通じてもたらされる。戦後に登場したインスタントラ

ーメンなどがその典型である。食品企業が企業として

の成長を持続させようとすれば，新規地域や海外に参

入するか，あるいは買収を通じて他の食品企業などを

支配下に置くことによってしか実現出来ない。後に述

べる日本のパン産業のガリバー的な存在である山崎製

パンもこの両面によって企業としての成長を追及して

いる。

ただし，学校給食パンが政策的に始められなかった

とすれば，日本にパン産業が欧米諸国並みまで拡大し

なかっただろうか。政策効果があったかどうかは，こ

のいわば経験しえなかった歴史ストーリーをどのよう

に見るかで答えが変わるのである。欧州では大手企業

が相互に隣国に参入するなど，大企業の海外進出が活

発である。日本に欧米の主要なパンメーカーが進出し

ていた可能性もありうるだろう。

この変化はスーパーの普及と関係があるはずである。

ただし，現在でもごく一部のベーカリーはヨーロッ

パスタイルの販売方法に固執している。衛生面での問

題があるからともいえるだろう。パンを大きなカバー

付きのケースに入れることで解消させる折衷的な販売

方法も一部スーパーなどでは取り入れられている。

小麦の制度改革と製粉産業の課題をテーマとした農

林金融2000年10月，食糧庁「米麦加工食品等の現

況」『米麦加工食品生産動態統計調査年報』による。

ただし正確にはこの当局による機関紙に発表された官

僚の個人的な見解という形式を取ってはいる。しかし

大多数の関係者は公的な意見とみるだろうし，またそ

れがこの機関紙の意図でもあるだろう。いずれにして

もなぜこのような見解を当局が示さなければならない

のだろうか。パン産業の監視とこの見解はどのような

関連があるだろうか。これらも問題意識とはなりうる

テーマである。経済問題は至る所に存在している。

このような考えを検証するには，アルザスという独

仏国境地域でのパン消費を調べるというアイデアは興

味深いだろう。小さな事例から特徴ある事実をつかみ，

それをたとえば卒論などに発展させるのが，まさにオ

ーストリア学派的な立場であり，個性的で研究的なア

プローチといえるだろう。なお，最近はドイツにおい

て大規模メーカーのシェア上昇があるようである。

これなどはきわめて興味ある相違である。個人的に

も英米の比較，イギリスと大陸国との比較は興味が尽

きないが，これ以上はここでは追求はしない。関連す

る通説として，イギリスはヨーロッパではないと言わ

れることを指摘しておこう。

アメリカの Modern Bakingという雑誌に掲載され

た雑誌編集者，Heatherの短いエッセイによると，

アメリカトップ50社の店舗内立地のベーカリーチェ

ーンは，地域住民の食に対する好みを取り入れ，新鮮

な食のイメージを高めるために，中規模の地域スーパ

ーでの焼きたてパンを重視している。

ただし，ここでは相対価格の比較をしていない。パ

ン価格が高いかどうかはその他の主要食料品価格との

比較によってみることができる。いずれにしてもイギ

リスのパン価格は低いようである。

パン産業の歩み刊行会［６］などに見られる意見で

ある。

以下，内田［２］からの引用である。

同上。

トヨタ生産方式と同一の問題意識である。少量生産

にあっては製品品目の変更所要時間が鍵となる。ここ

にある企業が開発したノンストレス・システムが有力

といわれる。内田［２］より。

以下はパン産業の歩み刊行会［６］を参照。

中には保険会社，なども含まれる。

大手三社とは，フジパン，敷島製パン，山崎製パン

の３社である。なお，評者は，価格支配力と商品特性

との関連を指摘する。つまり，食パンは菓子パンに比

してより差別化の程度が小さく，それゆえコモディテ

ィ的なものとすれば，価格支配力が低下するという指

摘である。確かに，その対比と可能性はありうると思

われる。だが，パンという商品は，食パンにおいても

差別化が著しく，またブランドは菓子パン以上に浸透

している。いずれにしても，シェアと差別化という両

面が価格戦略を左右する２つの要因である。

ごく一部を紹介しよう。アンパンで知られる木村屋

總本店，スーパーマーケットやコンビニエンスストア

に並ぶ食パンや菓子パンの他，サンドイッチや洋菓

子・デリカ食品等の神戸屋と神戸屋レストラン，など

である。
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